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（３）｢棚卸し｣ 手法の検討

（２）所有権の空洞化防止に関わる法制度の検討（２）所有権の空洞化防止に関わる法制度の検討

課題

江津市における空き家情報管理システム

浜田市弥栄町における耕作者年齢別農地面積の推移

管理者年齢別農地の予測（浜田市弥栄町）

集落営農法人　有 集落営農法人　無

低下すると
考えられる
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（１）持続可能な運営モデル構築実験　～団体受入プログラムの導入による収入安定化～

（２）中国地方・全国ツーリズム先行事例調査　～ツーリズムの産業としての展開方向検証～

❸

　ツーリズム（体験観光）の持続可能な展開手法および産業としての今後の展開方向の明確化を
目的に、先行地域調査を行うとともに、業態確立に不可欠な団体受入プログラム開発に参画し効
果検証を行いました。その結果、①先行地域では単に１業態の育成でなく、ツーリズムで１・２・
３次産業を繋ぐ６次産業的展開を目指していること、②コーディネーターが広域エリアのインス
トラクターを束ね安定した受け皿としていること、③団体＋個人客の組み合せで収支安定化を目
指していること、が確認されました。　　　　　　　　　　　　　（モデル地域：岡山県新見市）

目的

体制・手法

実施内容

（
第
１
〜
４
回
の
様
子
）

食
育
キ
ャ
ン
プ

写真：岡山県備中県民局
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（１）持続可能な運営の基本条件と展開方向

（２）収入安定のための団体受入プログラム開発

中国地方のツーリズム先行地域
～集落の枠を越えて様々な実施主体を束ねる～　

成果

課題

全国のツーリズム先行地域
～複数市町村を横断し様々な実施主体を束ね業態確立～　

今後の産業戦略（ツーリズム､ 産品販売､ 食料協定等）
～広域ユニットと地域運営ユニットを組み合わせる～　
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平成19年度共同事業平成19年度共同事業

「中国地方のグリーン・ツーリズムの取り組みと課題」研究会「中国地方のグリーン・ツーリズムの取り組みと課題」研究会

　農村空間を活用した新産業として、また６次産業化や移住・定住の流れをつくる活動として各
地で進められているツーリズムについて、２回にわたり中国５県のツーリズムに取り組む団体や
各県・市町村担当者等が集まり意見交換を行いました。各県の業態確立や持続的実施に向けた課
題、次のステップ、必要な条件整備等が報告され、また今後の県境を越えた連携の方向性等につ
いて意識共有が行われています。

「ちゅうごく田舎ぐらし景観シンポジウム」「ちゅうごく田舎ぐらし景観シンポジウム」
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研究成果のまとめ（平成19年度）研究成果のまとめ（平成19年度）

　３つの研究テーマについて、 平成19年度の研究成果から、今後の持続可能な地域運営に共通
して重要と思われる項目が、以下のように集約されました。今後は、分野を横断した取り組みが
望まれます。

コミュニティ分野
（１）集落を超えた地域運営単位の必要性

（２）新しい地域のつなぎ役・つなぎ所（結節機能）
の必要性

（３）担い手の帰郷・新規参入の必要性

土地所有分野
（１）地縁・血縁を超えた土地保全の必要性

（２）都市との協働による土地活用の必要性

産業分野
（１）集落・市町村・広域圏を重層的につなぐコーディ
ネート・ネットの必要性

（２）多分野を横断する産業連関の必要性



15

　当協議会のこれまでの研究成果から、現在転換期にある過疎・中山間地域政策に、今後必要と
される次のような方向が見出されており、今後の政策展開において実現することが望まれます。

中山間地域政策に必要とされる方向中山間地域政策に必要とされる方向（研究中間総括）（研究中間総括） 地域特性の詳細把握に基づく地域類型化の検討　

集落を超えた新しい基礎的な地域コミュニティの創生集落を超えた新しい基礎的な地域コミュニティの創生

地域における新たな結節機能の導入地域における新たな結節機能の導入

都市との実体的な共生のシステム化都市との実体的な共生のシステム化

開かれた中山間地域を支える制度、人材、財政の枠組み検討開かれた中山間地域を支える制度、人材、財政の枠組み検討

持続可能な地域社会に向けた住民計画の取り組み　
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地域特性の詳細把握に基づく地域類型化の検討　地域特性の詳細把握に基づく地域類型化の検討　

持続可能な地域社会に向けた住民計画の取り組み　持続可能な地域社会に向けた住民計画の取り組み　
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共同研究の推進体制と５県巡回型者研修会の開催　

平成20年度における研究・事業展開平成20年度における研究・事業展開

　このような過疎・中山間地域
における今後の政策展開に向け
て、現在の３つのテーマによる
共同研究は、研究総括の３年目
にあたる平成20年度、次のよ
うな展開が求められます。そし
て、住民組織や市町村役場を中
心とした実践活動が今後各地域
で根付くように、各県モデル地
区において総合実践研究を行
い、中国地方全体での実践者、
市町村担当者の研修会を各県巡
回型で実施します。また、従来
から取り組んできたように、ポ
スト過疎法や次期直接支払制度
に向けても、政策提言につなが
る研究・事業展開を行います。

各分野テーマの課題対応の深化

各県モデル地区における総合実践

（１）中山間地域における小規模高齢化集落の現状把握と持続可能な地域運営戦略・モデル構築

（２）空き家、農地、林地等の所有と管理に関わる課題集約と条件整備

（３）土地・地域資源を活用した新産業（ツーリズム）の構築

（１）地域内外をつなぐ結節機能を担う人材・組織・拠点の分野横断的な活動展開

（２）地域内での分野を横断した資金の内部循環

（３）市町村合併した自治体行政における行政の現場対応力と住民との協働手法
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集落に関わる統計情報の共有化

共同研究の推進体制と５県巡回型者研修会の開催　共同研究の推進体制と５県巡回型者研修会の開催　

（４）都市との広範な共生に向けた課題抽出と条件整備（４）都市との広範な共生に向けた課題抽出と条件整備

（５）集落を超えた新しい基礎的コミュニティ運営にあたっての現行制度の問題点



この成果概要の内容は、
協議会のホームページでもご覧いただけます。

http://www.pref.shimane.lg.jp/chusankan/http://www.pref.shimane.lg.jp/chusankan/
中山間地域の情報や、本誌へのご意見などをお寄せください。

「私たちの地域はこういう状況だ。」「地域の実情を踏まえてこのように考える。」
といった情報やご意見などがありましたら、下記までお知らせください。

中国地方中山間地域振興協議会／平成19年度共同研究・共同事業成果概要　◎発行：2008年３月　◎編集・発行　中国地方中山間地域振興協議会

■中国地方中山間地域振興協議会事務局■
（島根県中山間地域研究センター　地域研究グループ）
〒690-3405　島根県飯石郡飯南町上来島1207
Tel.0854-76-3830　Fax.0854-76-3840
chiiki-chusankan@pref.shimane.lg.jp

　中山間地域における集落機能の低下、土地管理の空洞化、産業の衰退などの課題は、中国地方の県境横断的な課題
であるとともに、広域的な事業展開が必要であることから、中国地方知事会の共同研究として取り組んでいます。

＊中国地方中山間地域振興協議会の取組概要＊

1998年 中国地方中山間地域集落の現状と対
策のあり方

中山間地域における高齢者等に対する日常生活支援対
策の研究1999年

2000年 中山間地域における今後の地域運営
のあり方～「中山間地域等直接支払
制度」の検証を通して

中国地方における地域づくりネットワーク構築支援
2001年
2002年
2003年 中山間地域における新たな交通システム

2004年 自立的なコミュニティ運営
共同事業＝「中国山地・研究連携シンポジウム」

2005年 中山間地域の自立促進手法の開発　－組織論・起業論・行政論－
共同事業＝「中国５県バイオマスエネルギーフォーラム」

2006　
～2008年

①小規模高齢化集落の現状把握と持続可能な地域運営戦略・モデル構築
②空き家、農地、林地等の所有と管理に関わる課題集約と条件整備
③土地・地域資源を活用した新産業の構築
共同事業＝中山間地域から「持続可能な国のかたち」を考える全国シンポジウム

　当協議会は、中国５県の中山間地域対策担当課（室）を構成員として中国地方知事会内に設置され、島根県中山間
地域研究センターが事務局を担当しているものです。

＊中国地方中山間地域振興協議会の構成＊

鳥取県 企画部 地域づくり支援局
移住定住促進課

企画振興部 地域振興課
中山間地域振興室岡山県

広島県 企画振興局 地域振興部
新過疎対策課

山口県 地域振興部
中山間地域づくり推進室

島根県 地域振興部 地域政策課

事務局 島根県中山間地域研究センター

※図の担当課（室）は2008年４月１日現在です。




